
地方自治体アンケート集計結果（速報）

＜任意でご回答いただいた市町村＞

※ 本集計結果は、地方自治体からいただいたご意見を国土幹線道路部会事務局に
おいて整理したものです。

資料５



地方自治体アンケート実施概要

１．対象

都道府県知事

市長会会長等（高速道路機構に出資している政令市長を含む）

町村会会長

※上記以外の市町村長で特段のご意見がある場合には、任意でご回答いただくことも可能とした。

２．内容

（１）今後の料金制度のあり方について

・今後の料金制度の基本的な考え方について

・これまでの割引について

・平成26年度以降の割引について

（２）今後の維持更新のあり方について

・大規模更新需要への対応について

（３）今後のネットワークのあり方について

（４）今後の整備・ネットワーク管理の手続きのあり方について

３．回答数

＜都道府県＞

都道府県知事 ４７

＜市町村＞ １４６

市長会会長等 ５２
（高速道路機構に出資している政令市長 を含む） ９９

町村会会長 ４７

任意でご回答いただいた市町村 ２５３ 1※2月6日までの提出
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任意でご回答いただいた市町村



問1-1 今後の料金制度に関する「中間とりまとめ」について

問１－１ 今後の料金制度については、高速道路のあり方検討有識者委員会がとりまとめた「今後の高速道路のあり方 中間とりまとめ」（平成23年12月9日）
（以下、「中間とりまとめ」とする）において、

○今後の料金制度の基本的な考え方
（基本となる考え方）

・公正妥当な料金の実現と低減への努力 ・安定的でシンプルな料金制度の構築
・弾力的な料金施策等による交通流動の最適化

（具体的な方向性）
・料金制度のあり方： 対距離料金を基本とし、水準（料率）は全国で共通

料率を高くする区間でも、他区間と大きな料金差とならないよう留意
交通需要等により料率を変動

・料金施策の方向性： 様々な政策課題に対応するため、きめ細やかな料金とすることが妥当
効果を精査した上で導入し、PDCAサイクルで評価、継続・見直しを検討

とされているところですが、この提言についてどのようにお考えになりますか。
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料率を高くする区間でも、他区間と大きな料金差とならないよう留意

暫定2車線区間などは、他区間と比べ料率を低減

交通需要等により料率を変動

公正妥当で安定的・シンプルな料金制度

対距離料金を基本とし、水準（料率）は全国共通

○ 料金制度については、「対距離料金を基本とし、水準（料率）は全国共通」に同意する回答が３９件、「公正妥当で安定的・シンプ
ルな料金制度」に同意する回答が４０件あります。

○ 料金施策については、「様々な政策課題に対応した弾力的な割引」に同意する回答が５２件あります。

（なお、上記項目ごとの個別の意見のほか、『中間とりまとめ』における「今後の料金制度の基本的な考え方」全体に概ね賛同するとの回答が６８件
あります。）

※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。
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割引の効果を評価した上で継続、見直しを検討

様々な政策課題に対応した弾力的な割引

料金制度のあり方※重複あり

料金施策のあり方※重複あり

N＝253

（15％）

（16％）

（8％）

（1％）

（2％）

3

（21％）

（3％）



（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）

問１－１ 今後の料金制度については、高速道路のあり方検討有識者委員会がとりまとめた「今後の高速道路のあり方 中間とりまとめ」（平成23年12月9日）
（以下、「中間とりまとめ」とする）において、

○今後の料金制度の基本的な考え方
（基本となる考え方）

・公正妥当な料金の実現と低減への努力 ・安定的でシンプルな料金制度の構築
・弾力的な料金施策等による交通流動の最適化

（具体的な方向性）
・料金制度のあり方： 対距離料金を基本とし、水準（料率）は全国で共通

料率を高くする区間でも、他区間と大きな料金差とならないよう留意
交通需要等により料率を変動

・料金施策の方向性： 様々な政策課題に対応するため、きめ細やかな料金とすることが妥当
効果を精査した上で導入し、PDCAサイクルで評価、継続・見直しを検討

とされているところですが、この提言についてどのようにお考えになりますか。
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○ 料金制度については、「対距離料金を基本とし、水準（料率）は全国共通」に同意する回答が、都道府県２２件・市町村２５件、
「公正妥当で安定的・シンプルな料金制度」に同意する回答が都道府県１６件・市町村３０件あります。

○ 料金施策については、「様々な政策課題に対応した弾力的な割引」に同意する回答が都道府県２２件・市町村２６件あります。

（なお、上記項目ごとの個別の意見のほか、『中間とりまとめ』における「今後の料金制度の基本的な考え方」全体に概ね賛同するとの回答が
都道府県２１件・市町村４２件あります。）

（注）高速道路の暫定２車線区間（有料区間のみ）がある都道府県は38、市町村は19。
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。
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対 距 離 料 金 を 基 本 と し 、 水 準 （ 料 率 ） は 全 国 共 通

料金制度のあり方※重複あり＜都道府県＞ ＜市町村＞

料金施策のあり方※重複あり

2

22

0510152025

割 引 の 効 果 を 評 価 し た 上 で 継 続 、 見 直 し を 検 討

様 々 な 政 策 課 題 に 対 応 し た 弾 力 的 な 割 引

N＝47 N＝99

（47％）

（34％）

（13％）

（9％）

（6％）

（47％）

（4％）

（25％）

（30％）

（14％）

（1％）

（2％）

（26％）

（5％）

4

（注）
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問1-2 これまで導入した料金割引の内容について

問１－２ これまで、高速道路の料金割引として、民営化時に導入した割引や、利便増進事業による割引等が導入されてきましたが、
その内容についてどのようにお考えになりますか。

効果があった

○ 割引全体では、「効果があった」とする回答が１２７件、「課題があった」とする回答が６３件あります。

○ 時間帯割引については、一般道の渋滞解消など、「効果があった」とする回答が２１件あり、料金体系の混乱などの「課題
があった」とする回答は１０件となっています。（なお、このうち、効果と課題の両方があったとする回答もありました。）

○ 休日上限1,000円については、渋滞の増加などの「課題があった」とする回答が１１件、地域活性化などの「効果があった」
とする回答が１２件あります。 （なお、このうち、効果と課題の両方があったとする回答もありました。）

課題があった

（25％）

（4％）

（4％）

（3％）

（8％）

（5％）

（4％）

N＝253 N＝253

（17％）

（11％）

（29％）

（43％）

（23％）

（9％）
（16％）

（30％）

高速道路の渋滞の増加 財源・恒久性の問題
料金体系の混乱 他の交通機関への影響
その他（公平性、並行一般道への影響等）

一般道の渋滞解消 物流コスト低減
地域活性化 その他 （高速道路の利用促進、

効果内容の具体的記述なし等）

（効果の内容）
（課題の内容）

【割引内容別の意見】※重複あり 【割引内容別の意見】※重複あり

※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

一般道の渋滞解消 9
地域活性化 7
物流コスト低減 6

地域活性化 9
一般道の渋滞解消 1

地域活性化 7
一般道の渋滞解消 2
物流コスト低減 1

高速道路の渋滞の増加 2
料金体系の混乱 2
財源・恒久性の問題 1

高速道路の渋滞の増加 6
他の交通機関への影響 4

高速道路の渋滞の増加 5
財源・恒久性の問題 1
他の交通機関への影響 1

（22％）

5

（通勤割引、深夜割引等）

（50％）

（通勤割引、深夜割引等）
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（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）

問１－２ これまで、高速道路の料金割引として、民営化時に導入した割引や、利便増進事業による割引等が導入されてきましたが、
その内容についてどのようにお考えになりますか。

効果があった

○ 割引全体では、「効果があった」とする回答が都道府県４５件・市町村７３件、「課題があった」とする回答が都道府県１９件・
市町村３８件あります。

○ 時間帯割引については、一般道の渋滞解消など、「効果があった」とする回答が都道府県１７件・市町村１７件あり、料金体
系の混乱などの「課題があった」とする回答の都道府県２件・市町村４件を大きく上回っています。（なお、このうち、効果と課題の
両方があったとする回答もありました。）

○ 休日上限1,000円については、渋滞の増加などの「課題があった」とする回答が都道府県１４件・市町村６件、地域活性化
などの「効果があった」とする回答が都道府県８件・市町村８件あります。 （なお、このうち、効果と課題の両方があったとする回答も
ありました。）

課題があった

（38％）

（4％）

（6％）

（6％）

（40％）

（4％）

（30％）

（13％）

（74％）

（17％）

（8％）

（4％）

（96％）

（36％）

（17％）

（6％）

N＝47 N＝99 N＝47 N＝99

＜都道府県＞ ＜市町村＞ ＜都道府県＞ ＜市町村＞
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（21％）
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（23％）

（18％）（22％）

（23％）

高速道路の渋滞の増加 財源・恒久性の問題
料金体系の混乱 他の交通機関への影響
その他（公平性、並行一般道への影響等）

一般道の渋滞解消 物流コスト低減
地域活性化 その他 （高速道路の利用促進、

効果内容の具体的記述なし等）

（効果の内容） （効果の内容） （課題の内容） （課題の内容）

【割引内容別の意見】※重複あり 【割引内容別の意見】※重複あり

※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

一般道の渋滞解消 15
地域活性化 7
物流コスト低減 1

地域活性化 8
一般道の渋滞解消 1
物流コスト低減 1

一般道の渋滞解消 8
地域活性化 6

地域活性化 7

地域活性化 3
一般道の渋滞解消 1

高速道路の渋滞の増加 1
料金体系の混乱 1

高速道路の渋滞の増加 10
他の交通機関への影響 5
財源・恒久性の問題 2
料金体系の混乱 1

高速道路の渋滞の増加 3
他の交通機関への影響 3
財源・恒久性の問題 1

高速道路の渋滞の増加 2
他の交通機関への影響 1
財源・恒久性の問題 1
料金体系の混乱 1

高速道路の渋滞の増加 3
他の交通機関への影響 3
財源・恒久性の問題 3

高速道路の渋滞の増加 3
財源・恒久性の問題 2
他の交通機関への影響 1

地域活性化 2
一般道の渋滞解消 1
物流コスト低減 1

（14％）

6

（通勤割引、深夜割引等） （通勤割引、深夜割引等）

（注）無料化社会実験実施区間を持つ都道府県は30、市町村は18。

（注）（注）



問1-3 平成26年度以降の料金割引について

問１－３ 利便増進事業による割引の期限は平成２５年度末となっています。平成２６年度以降の料金割引について、一般道路の渋滞
解消、地域活性化、物流コストの低減など、重視する点をどのようにお考えになりますか。
また、厳しい財政状況の下、債務の確実な返済や国民負担の最小化など、民営化の考え方も踏まえつつ、割引をどのように

すべきとお考えになりますか。
なお、割引の拡大や、利便増進事業による割引の継続のためには、様々な工夫を行った上でもなお、償還計画の見直しや税

金の投入など、何らかの財源確保策が必要となる可能性がありますが、その場合、どのようにすべきとお考えになりますか。
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○ 重視する点については、「地域活性化」が８９件と最も多く、「物流コスト低減」が６１件、「一般道路の渋滞解消」が６７件となっ
ています。

○ 今後の割引のあり方については、 「効果を検証し妥当なものを実施」 とする回答が５８件あります。また、 「継続」とする回答は
７３件あります。

○ 割引の財源については、「償還計画の見直し」とする回答が４２件あり、「税金」とする回答は６９件あります。（なお、このうち両方
を財源とする回答は１７件あります。）

（24％）

（35％）

（7％）

（23％）

（2％）

（11％）

（12％）

（29％）

（3％）

（1％）

（26％）

料金割引において
重視する点

※重複あり

（5％）

（0％）

（1％）

（4％）

今後の割引について
※重複あり

財源確保策
※重複あり

（27％）

（8％）

（5％）

（17％）

N＝253 N＝253 N＝253
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

7

うち、償還期間延長

17

うち、両方を
財源とする回答

17（7％）

（7％）



問１－３ 利便増進事業による割引の期限は平成２５年度末となっています。平成２６年度以降の料金割引について、一般道路の渋滞
解消、地域活性化、物流コストの低減など、重視する点をどのようにお考えになりますか。
また、厳しい財政状況の下、債務の確実な返済や国民負担の最小化など、民営化の考え方も踏まえつつ、割引をどのように

すべきとお考えになりますか。
なお、割引の拡大や、利便増進事業による割引の継続のためには、様々な工夫を行った上でもなお、償還計画の見直しや税

金の投入など、何らかの財源確保策が必要となる可能性がありますが、その場合、どのようにすべきとお考えになりますか。
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○ 重視する点については、「地域活性化」が都道府県２４件・市町村４８件と最も多く、次いで「物流コスト低減」が都道府県２４件・
市町村４２件、「一般道路の渋滞解消」が都道府県１８件・市町村３５件となっています。

○ 今後の割引のあり方については、 「効果を検証し妥当なものを実施」 とする回答が都道府県１８件、市町村２７件あります。ま
た、 「継続」とする回答は都道府県１３件・市町村３６件あります。

○ 割引の財源については、「償還計画の見直し」とする回答が都道府県２８件・市町村２９件あり、「税金」とする回答は都道府県
１２件・市町村４１件あります。（なお、このうち両方を財源とする回答は都道府県９件・市町村１３件あります。）

（42％）

（48％）

（9％）

（27％）

（4％）

（6％）

（13％）

（36％）
（4％）

（3％）

（35％）

10

8

18

24

24

0102030

そ の 他

（事故減少、

環境改善等）

観 光 振 興

一般道路の

渋 滞 解 消

物 流 コ ス ト

低 減

地域活性化

（51％）

（17％）

（21％）

（38％）

（51％）

＜都道府県＞ ＜市町村＞

料金割引において
重視する点

※重複あり

0

0

1

3

4

5

6

6

13

18

05101520

新たな財源を必要としない

範 囲 で 実 施

期 間 限 定

割 引 は 不 要

公平でシンプルな割引

地域の実情に応じた割引

拡 大

会 社 の 主 体 的 な

取 り 組 み に よ る 割 引

安 定 的 な 制 度

継 続

効 果 を 検 証 し

妥 当 な も の を 実 施

（6％）

（3％）

（3％）

（4％）

（38％）

（11％）

（2％）

（9％）

（28％）

（13％）

（13％）

（6％）

＜都道府県＞ ＜市町村＞

今後の割引について
※重複あり

＜都道府県＞ ＜市町村＞

財源確保策
※重複あり

9

10

12

28

0102030

整備・管理に

影響を及ぼ

さない範囲

会社の更な

る経営努力

税 金

償還計画の

見 直 し

（41％）

（6％）

（10％）

（29％）（60％）

（21％）

（26％）

（19％）

N＝99 N＝47 N＝99 N＝47 N＝99
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

N＝47

8

うち、償還期間延長

1112

（26％）

9（19％）

うち、両方を
財源とする回答

13（13％）

（11％）
うち、両方を

財源とする回答

（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）
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無 回 答

そ の 他

（ 新 た な 制 度 等 ）

税 金

利 用 者 負 担

問2-1 大規模更新の財源について

問２－１ 今後の高速道路の維持更新のあり方については、「中間とりまとめ」において、

（基本となる考え方）

・債務の確実な償還と将来の更新等への対応

（具体的な方向性）
・更新費用等と償還の扱い ： 更新費用等への対応は、厳しい財政状況も踏まえつつ、償還期間延長、

償還対象経費の見直し、償還後の継続的な利用者負担を含め、幅広く検討

とされているところです。

無料の直轄国道を含む国土幹線道路の大規模更新需要に対応するために必要な費用について、世代間の負担のバランスおよびその財源をどのように
お考えになりますか。

（無料の国土幹線道路においては、現在の維持更新は税金により実施しています。有料の国土幹線道路においては、現在の維持更新は料金収入により
実施し、大規模更新に必要な費用は、現在の償還計画に含まれていません。）

185

5

13

59

0 50 100 150 200

無 回 答

そ の 他

（新たな制度等）

新 た な 課 金

税 金 （23％）

（5％）（25％）

（2％）（11％）

（45％） （73％）

大規模更新費用の財源
（有料の国土幹線道路）

※重複あり

大規模更新費用の財源
（無料の国土幹線道路）

※重複あり

（38％）

（13％）

32

うち、償還期間延長

7

うち、値上げ

N＝253 N＝253
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

9

うち、両方を
財源とする回答

32（13％）

○ 有料の国土幹線道路の大規模更新費用の財源については、「利用者負担」とする回答が９６件、そのうち「償還期間延長」とする回答
は３２件あります。
また、「税金」とする回答は６２件あります。

（なお、このうち、両方を財源とする回答は３２件あります。）

○ 無料の国土幹線道路の大規模更新費用の財源については、「税金」とする回答が５９件と最も多くなっています。

（3％）
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無 回 答

そ の 他

税 金

利 用 者 負 担

28

3

0

16

010203040

無 回 答

そ の 他

新 た な 課 金

税 金

問２－１ 今後の高速道路の維持更新のあり方については、「中間とりまとめ」において、

（基本となる考え方）

・債務の確実な償還と将来の更新等への対応

（具体的な方向性）
・更新費用等と償還の扱い ： 更新費用等への対応は、厳しい財政状況も踏まえつつ、償還期間延長、

償還対象経費の見直し、償還後の継続的な利用者負担を含め、幅広く検討

とされているところです。

無料の直轄国道を含む国土幹線道路の大規模更新需要に対応するために必要な費用について、世代間の負担のバランスおよびその財源をどのように
お考えになりますか。

（無料の国土幹線道路においては、現在の維持更新は税金により実施しています。有料の国土幹線道路においては、現在の維持更新は料金収入により
実施し、大規模更新に必要な費用は、現在の償還計画に含まれていません。）
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26
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（26％）

（7％）

（76％）

（30％）

（4％）（10％）

（12％） （63％）

（34％）

（6％）

（60％）

＜都道府県＞ ＜市町村＞

大規模更新費用の財源
（有料の国土幹線道路）

※重複あり

大規模更新費用の財源
（無料の国土幹線道路）

※重複あり＜都道府県＞ ＜市町村＞

（20％）

（3％）

（81％）

（15％）

（9％）

（11％）

（43％）

20

うち、償還期間延長

20

うち、償還期間延長

3

うち、値上げ

N＝47 N＝99 N＝47 N＝99
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

10

うち、両方を
財源とする回答

5（11％）

うち、両方を
財源とする回答

21（21％）

○ 有料の国土幹線道路の大規模更新費用の財源については、「利用者負担」とする回答が都道府県３８件・市町村７５件、そのうち「償
還期間延長」とする回答は都道府県２０件・市町村２０件あります。
また、「税金」とする回答は都道府県７件・市町村３０件あります。

（なお、このうち、両方を財源とする回答は都道府県５件・市町村２１件あります。）

○ 無料の国土幹線道路の大規模更新費用の財源については、「税金」とする回答が都道府県１６件・市町村２６件と最も多くなっています。

（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）
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走行性の高い国道の活用等

防災機能（ヘリポート等）の付加

高規格幹線道路を補完する地域高規格道路等の整備

暫定２車線区間の４車線化

簡易ICの増設

ミッシングリンクの整備

高速道路のネットワークのあり方については、「中間とりまとめ」において、

○明確なプライオリティに基づく戦略的整備 ～最優先で取り組む２本柱～
１）「日本経済を牽引する拠点地域」として大都市・ブロック中心都市におけるネットワークの緊急強化

①環状道路など抜本的対策の加速
②ボトルネック箇所への集中的対策
③運用改善等の工夫

２）「繋げてこそのネットワーク」を改めて認識し脆弱な地域の耐災性を高め、国土を保全するネットワーク機能の早期確保
①走行性の高い国道の活用や完成２車線の採用
②簡易ICの増設
③防災機能の付加

とされているところです。

問 ３ 今後の国土幹線道路のネットワークのあり方について、どのようにお考えになりますか。

問3 今後の国土幹線道路ネットワークのあり方について

11
22

0 20 40 60 80 100 120

運用改善（路肩の活用等）の工夫
ボトルネック箇所への集中的対策

環状道路など抜本的対策

○ 拠点地域におけるネットワーク強化として、「環状道路など抜本的対策を重視」とする回答は２２件、「ボトルネック箇所への集中的
対策を重視」とする回答は１１件あります。

○ ネットワーク機能の確保として、「ミッシングリンクの整備を重視」とする回答が１１４件、「簡易ＩＣの増設を重視」とする回答が３７件
あります。

（45％）

（4％）

（6％）

（6％）

（17％）

（15％）

N＝253

（9％）

１）ネットワークの緊急強化についての主な意見（注１）※重複あり

２）ネットワーク機能の早期確保についての主な意見※重複あり

（8％）

（注１）アンケート対象のうち、大都市圏（三大都市圏渋滞ボトルネック対策協議会の構成員）およびブロック中心都市に該当する市町村は3。
（注２）ネットワーク機能の確保にあたり、国道の活用等では不十分との回答も２件ある。
※なお、具体路線・区間に関する意見については、内容に応じて上記の項目に分類した。
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

11

（注２）
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暫 定 ２ 車 線 区 間 の ４ 車 線 化 等

簡 易 I C の 増 設

ミ ッ シ ン グ リ ン ク の 整 備

高速道路のネットワークのあり方については、「中間とりまとめ」において、

○明確なプライオリティに基づく戦略的整備 ～最優先で取り組む２本柱～
１）「日本経済を牽引する拠点地域」として大都市・ブロック中心都市におけるネットワークの緊急強化

①環状道路など抜本的対策の加速
②ボトルネック箇所への集中的対策
③運用改善等の工夫

２）「繋げてこそのネットワーク」を改めて認識し脆弱な地域の耐災性を高め、国土を保全するネットワーク機能の早期確保
①走行性の高い国道の活用や完成２車線の採用
②簡易ICの増設
③防災機能の付加

とされているところです。

問 ３ 今後の国土幹線道路のネットワークのあり方について、どのようにお考えになりますか。

6
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○ 拠点地域におけるネットワーク強化として、「環状道路など抜本的対策を重視」とする回答は都道府県１１件・市町村１３件、「ボトル
ネック箇所への集中的対策を重視」とする回答は都道府県７件・市町村６件あります。

○ ネットワーク機能の確保として、「ミッシングリンクの整備を重視」とする回答が都道府県３８件・市町村５９件、「簡易ＩＣの増設を重
視」とする回答が都道府県２５件・市町村１２件あります。

N＝47

（60％）

（6％）

（4％）

（5％）

（20％）

（12％）

2
7

11

0510152025303540

運 用 改 善 （ 路 肩 の 活 用 等 ） の 工 夫
ボ ト ル ネ ッ ク 箇 所 へ の 集 中 的 対 策
環 状 道 路 な ど 抜 本 的 対 策

N＝99

（13％）

（21％）

（19％）

（23％）

（4％）

（81％） （53％）

＜都道府県＞ ＜市町村＞１）ネットワークの緊急強化についての主な意見（注１）※重複あり

２）ネットワーク機能の早期確保についての主な意見※重複あり

（15％）

（28％）

（17％）
（4％）

（注１）アンケート対象のうち、大都市圏（三大都市圏渋滞ボトルネック対策協議会の構成員）およびブロック中心都市に該当する都道府県は11、市町村は9。
（注２）高速道路の暫定２車線区間（無料区間含む）を持つ都道府県は41、市町村は22。
（注３）ネットワーク機能の確保にあたり、国道の活用等では不十分との回答も都道府県３件、市町村１件ある。
※なお、具体路線・区間に関する意見については、内容に応じて上記の項目に分類した。
※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

12

（注２）

（注３）

（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）



高速自動車国道や一般国道など、道路の種別により、都道府県や第三者機関への意見聴取など、整備に至る手続きは異なっています。
高速道路の整備プロセスの扱いについては、「中間とりまとめ」において、

○整備プロセスの透明化

・道路種別に関わらず、主要な幹線道路について、整備プロセスをできる限り充実
・高速道路だけでなく、並行する国道などを対象に、例えば、整備計画の制度やその決定の際に
意見を聞く第三者機関など、整備プロセスを整理するとともに、その位置付けを明確にし、国民に分かりやすい形で伝達することが重要

とされているところです。

問 ４ 整備の手続きの現状と今後のあり方について、どのようにお考えになりますか。

問4 整備の手続きの現状と今後のあり方について
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国 民 に わ か り や す い 形 で 伝 達

○ 「国民にわかりやすい形で伝達」とする回答が５１件あります。

○ この他に、「地方の声を反映させる手続きを充実」との意見が３１件ある一方で、「手続きを効率化しスピードアップ」との回答
も１６件あります。

（なお、上記項目ごとの個別の意見のほか、 『中間とりまとめ』における「整備プロセスの透明化」全体について概ね賛同するとの回答が３０件あり
ます。）

（20％）

（8％）

（6％）

（12％）

（3％）

N＝253

主な意見※重複あり

※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

13

（1％）



高速自動車国道や一般国道など、道路の種別により、都道府県や第三者機関への意見聴取など、整備に至る手続きは異なっています。
高速道路の整備プロセスの扱いについては、「中間とりまとめ」において、

○整備プロセスの透明化

・道路種別に関わらず、主要な幹線道路について、整備プロセスをできる限り充実
・高速道路だけでなく、並行する国道などを対象に、例えば、整備計画の制度やその決定の際に
意見を聞く第三者機関など、整備プロセスを整理するとともに、その位置付けを明確にし、国民に分かりやすい形で伝達することが重要

とされているところです。

問 ４ 整備の手続きの現状と今後のあり方について、どのようにお考えになりますか。
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○ 「国民にわかりやすい形で伝達」とする回答が都道府県２０件・市町村３７件あります。

○ この他に、「地方の声を反映させる手続きを充実」との意見が都道府県１４件・市町村２９件ある一方で、「手続きを効率化し
スピードアップ」との回答も都道府県１４件・市町村９件あります。

（なお、上記項目ごとの個別の意見のほか、 『中間とりまとめ』における「整備プロセスの透明化」全体について概ね賛同するとの回答が都道府県
１３件・市町村２５件あります。）

（37％）

（11％）

（9％）

（29％）

N＝47

（7％）

4

6

6

14

14

20

05101520

（43％）

（13％）

（30％）

（13％）

（9％）

N＝99

＜都道府県＞ ＜市町村＞主な意見※重複あり

※国土幹線道路部会事務局において主な意見を整理したもの。

14

（30％）

（参考）都道府県知事・市長会会長等・町村会会長回答 （第4回国土幹線道路部会資料）
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